
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吸収合併に係る事前開示書面 

（会社法第 794 条第１項および会社法施行規則第 191 条に定める書面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2020 年 7 月 13 日 
 

株式会社 ぱど 
  



 

2020 年 7 月 13 日 
 

吸収合併に係る事前開示事項 
 

東京都港区六本木六丁目 8 番 10 号  
株式会社ぱど  

代表取締役社⻑ 釜 薫   
 

当社（以下、「甲」といいます）は、2020年7月13日開催の取締役会において、2020年8月17日を効力
発生日とし、甲を吸収合併存続会社とし、甲の100％子会社である株式会社仙台ぱど（本店: 宮城県仙台
市若林区新寺一丁目2番26号 小田急仙台東口ビル5階、以下、「乙」といいます。）を吸収合併消滅会社と
する吸収合併を行うことを決議し、甲、乙の間で本合併に係る合併契約を締結しましたので、会社法第
794条第１項及び会社法施行規則第191条の規定に基づき、下記のとおり開示いたします。 

 
記 

 
１．吸収合併契約（会社法第 794 条第１項）  
2020 年 7 月 13 日付で、甲、乙との間で締結した合併契約書は、別添１のとおりです。  
 
２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第１号）  
完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付は行いません。  
  
３．吸収合併消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則 
第 191 条第 2 号）  
該当事項はありません。  
  
４．吸収合併消滅会社に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 3 号）  
（１）最終事業年度の計算書類等  
乙の最終事業年度（2019 年 4 月１日〜2020 年３月 31 日）に係る計算書類等は別添２のとおりです。  
  
（２）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社 
財産の状況に重要な影響を与える事象  
乙において、2020 年４月 1 日以降、重要な財産の処分、重要な債務の負担その他の会社財産の状況に重
要な影響を与える事象は生じておりません。 
 
５．吸収合併存続会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担そ
の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 該当事項はありません。 
 
６．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 



 

本吸収合併効力発生後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。また、本吸
収合併後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況について、債務の履行に支障を及ぼすような事
態は現在のところ予測されておりません。したがって、本合併後における当社の債務について履行の見
込みがあるものと判断いたします 
 
  



 

（別添 1） 

 



 

 
 



 

 



 

 
（別添２） 
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貸 借 対 照 表 

2020 年  3 月 31 日現在 

 

単位 円 

資 産 の 部  

【 流 動 資 産  】          
 現 金 及 び 預 金     230,415,444      
 売 掛 金      62,823,776      
 未 収 入 金      894,357      
 前 払 費 用      1,472,560      
 仮 払 金      10,000      
 仮 払 税 金      4,146,100      
 貸倒引当金（流動）     △253,832      
   流 動 資 産 合 計        299,508,405  

【 固 定 資 産  】          
（ 有 形 固 定 資 産  ）          

 建 物      2,930,239      
 建 物 累 計 額      △2,808,137      
 建 物 付 属 設 備     1,860,000      
 付 属 設 備 累 計 額      △1,533,648      
 工 器 具 備 品      1,027,210      
 器 具 備 品 累 計 額      △1,027,208      
 リース資産（有形）     7,271,665      
 リース資産累計額（有形）     △3,635,832      
   有 形 固 定 資 産 合 計    4,084,289      

（ 無 形 固 定 資 産  ）          
 ソ フ ト ウ エ ア     4,190,000      
 ソフトウェア累計額     △1,971,166      
   無 形 固 定 資 産 合 計    2,218,834      

（ 投資その他の資産 ）          
 出 資 金      10,000      
 破 産 更 正 債 権     370,542      
 敷 金 及 び 保 証 金      200,000      
 貸倒引当金（固定）     △370,542      
   投資その他の資産合計   210,000      
   固 定 資 産 合 計        6,513,123  
   資 産 の 部 合 計        306,021,528  

            
            

負 債 の 部  

【 流 動 負 債  】          
 電 子 記 録 債 務     62,372,467      
 買 掛 金      49,520,110      
 短 期 リ ー ス 債 務      1,454,328      
 未 払 金      5,391,766      
 未払金リース消費税     308,264      



 

 

 

 未 払 費 用      2,511,477      
 預 り 金      773,770      
 仮 受 金      147,600      
 前 受 金      9,410,471      
 未 払 消 費 税      3,802,400      
   流 動 負 債 合 計        135,692,653  

【 固 定 負 債  】          
 ⻑ 期 リ ー ス 債 務      2,302,711      
 資産除去債務（固定）     3,221,219      
   固 定 負 債 合 計        5,523,930  
   負 債 の 部 合 計        141,216,583  

            
            

純 資 産 の 部  

【 株 主 資 本  】          
（ 資 本 金  ）          

 資 本 金      40,000,000      
   資 本 金 合 計    40,000,000      

（ 利 益 剰 余 金  ）          
 繰 越 利 益 剰 余 金      124,804,945      
   利 益 剰 余 金 合 計    124,804,945      
   株 主 資 本 合 計        164,804,945  
   純 資 産 の 部 合 計        164,804,945  
   負債及び純資産の部合計       306,021,528  



 

 

損 益 計 算 書 

自 2019 年  4 月  1 日 

至 2020 年  3 月 31 日 

単位 円 

【 純 売 上 高  】          
 営 業 収 入      585,702,848    585,702,848  

【 売 上 原 価  】          
 広 告 仕 入 高      495,800      
 仕 入 高      15,428,885      
 印 刷 費      147,152,313      
 運 搬 費      14,899,424      
 業 務 委 託 費      121,324,899      
 製 作 費      8,564,225      
 販 売 手 数 料      15,679,807      
 イ ベ ン ト 費      6,913,206      
 合 計     330,458,559    330,458,559  

   売 上 総 利 益        255,244,289  
            

【 販売費及び一般管理費 】          
 役 員 報 酬      8,625,000      
 給 料      131,795,594      
 賞 与      5,244,226      
 法 定 福 利 費      21,388,317      
 厚 生 費      6,209,616      
 退 職 給 付 費 用     1,596,000      
 採 用 関 連 費      766,000      
 運 搬 費      3,035,995      
 広 告 宣 伝 費      3,520,185      
 交 際 費      823,607      
 会 議 費      307,520      
 旅 費 交 通 費      5,575,115      
 通 信 費      3,566,434      
 事 務 用 品 費      3,768,968      
 修 繕 費      907,145      
 水 道 光 熱 費      1,567,123      
 諸 会 費      52,500      
 支 払 手 数 料      1,866,172      
 販 売 促 進 費      1,651,780      
 支 払 報 酬      12,679,700      
 業 務 委 託 費      8,725,462      
 図 書 教 育 費      215,683      
 振 込 手 数 料      767,956      
 雑 費      31,943      
 支 払 保 険 料      648,480      
 減 価 償 却 費      2,325,020      
 賃 借 料      12,083,137      



 

 

 

 リ ー ス 料      3,300,194      
 租 税 公 課      231,200      
 貸 倒 繰 入 額      △52,303    243,223,769  
   営 業 利 益        12,020,520  

【 営 業 外 収 益  】          
 雑 収 入      383,136      
 賠 償 金 収 入      135,000    518,136  

【 営 業 外 費 用  】          
 リ ー ス 支 払 利 息      37,272      
 雑 損 失      10,996    48,268  
   経 常 利 益        12,490,388  
   税 引 前 当 期 純 利 益        12,490,388  
   法 人 税 等        943,300  
   当 期 純 利 益        11,547,088  



 

 
 
 

株主資本等変動計算書 
 

 自 2019 年  4 月  1 日 至 2020 年  3 月 31 日 単位 円 

 株主資本 

純資産合計 資本金 
利益剰余金 株主資 

本合計 
その他利益剰余金 利益剰余 

金合計 繰越利益剰余金 
当期首残高 40,000,000 113,257,857 113,257,857 153,257,857 153,257,857 

当期変動額      

 当期純損益金  11,547,088 11,547,088 11,547,088 11,547,088 

当期変動額合計  11,547,088 11,547,088 11,547,088 11,547,088 

当期末残高 40,000,000 124,804,945 124,804,945 164,804,945 164,804,945 



 

 

個 別 注 記 表 

自 2019 年  4 月  1 日 

至 2020 年  3 月 31 日 

 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。 

 １. 固定資産の減価償却の方法 

 ①  有形固定資産 

     定率法を採用しております。 

 ②  無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

 ２. 引当金の計上基準 

   貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法 

            法定繰入率により回収不能見込み額を計上しております。 

             

 ３. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につ 

    いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

     

  ② 消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税抜方式（又は税込方式）によっています。 

  

  

 

Ⅱ. 株主資本等変動計算書に関する注記  

 １. 当該事業年度の末日における発行済株式の数  800 株  

 ２. 当該事業年度の末日における自己株式の数  −株  

 ３. 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ４. 当該事業年度の末日後に行なう剰余金の配当 

   該当事項はありません。 

 ５. 当該事業年度の末日後における新株予約権等の数 

   該当事項はありません。 

 

Ⅲ. その他の注記 

   該当事項はありません。 

 

 


